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代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏名 逸 見 愛 親   

問合せ先責任者 役職名 財 務 経 理 部 長 氏名 小 谷  寛 ＴＥＬ （045）640-1401 

決算取締役会開催日 平成17年６月８日         中間配当制度の有無 有 

  単元株制度採用の有無 無  

１．17年４月中間期の業績（平成16年11月１日～平成17年４月30日）  

（1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 

17年４月中間期 

16年４月中間期 

百万円     ％ 

1,834      39.0 

1,319      16.3 

百万円     ％ 

342       9.5 

312      26.5 

百万円     ％ 

330       5.5 

313      26.1 

16年10月期 3,000         677         678         

 

 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

 

17年４月中間期 

16年４月中間期 

百万円     ％ 

185       △2.2 

189       33.5 

円     銭 

802     06 

10,978     52 

16年10月期 403    5,526     42 

（注）① 期中平均株式数 17年４月中間期 231,000株 16年４月中間期 17,258株 16年10月期 73,038株

 ② 会計処理の方法の変更 無  

 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 ④ 平成16年６月21日付をもって、普通株式１株を４株に分割しております。16年10月期の期中平均株式数は、分割が期首に行わ

れたものとして計算しております。 

 ⑤ 平成17 年２月21 日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。17 年４月中間期の期中平均株式数は、分割が期首に

行われたのとして計算しております。 

（2）配当状況 

 
 

１株当たり 

中間配当金 

1株当たり 

年間配当金 

 

17年４月中間期 

16年４月中間期 

円   銭 

0   00 

0   00 

円   銭 

－   － 

－   － 

16年10月期 －   － 1,700   00 

（3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 

17年４月中間期 

16年４月中間期 

百万円 

4,391 

4,122 

百万円

3,886 

3,642 

％ 

88.5 

88.4 

円   銭

16,822     97 

189,212     57 

16年10月期 4,486 3,855 85.9 50,075     24 

（注）期末発行済株式数 17年４月中間期 231,000株 16年４月中間期 19,250株 16年10月期 77,000株

 期末自己株式数 17年４月中間期 －株 16年４月中間期 －株 16年10月期 －株

 

２．17年10月期の業績予想（平成16年11月１日～平成17年10月31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期  末  

 

通 期 

百万円 

3,604 

百万円

767 

百万円

447 

円   銭 

600  00 

円   銭 

600  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    1,935円85銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在

における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想

の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の10ページを参照してください。 
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６．中間財務諸表等 

中間財務諸表 

（1）中間貸借対照表 

 
前中間会計期間末 

（平成16年４月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成17年４月30日現在）

増 減 

（△印減） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成16年10月31日現在）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金  2,977,286 2,100,023  2,836,245 

２．受取手形  2,700 －  2,600 

３．売掛金  537,038 893,581  841,973 

４．たな卸資産  28,491 31,118  27,771 

５．繰延税金資産  59,930 47,147  78,789 

６．その他  7,853 33,050  65,093 

  流動資産合計   3,613,301 87.7 3,104,922 70.7 △508,379  3,852,473 85.9

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産 ※１ 62,815 82,317 19,501 65,447 

２．無形固定資産  6,646 9,551 2,904 7,536 

３．投資その他の資産     

（1）投資有価証券  150,670 720,380  203,290 

（2）関係会社株式  161,464 193,522  148,522 

（3）関係会社出資金  － 46,852  46,852 

（4）敷金  102,963 149,493  110,523 

（5）繰延税金資産  3,787 16,985  492 

（6）その他  2,587 49,140  36,632 

  投資その他の資産 
合計  421,473 1,176,375 754,902 546,314 

  固定資産合計   490,935 11.9 1,268,243 28.9 777,308  619,298 13.8

Ⅲ 繰延資産   18,216 0.4 18,098 0.4 △117  15,035 0.3

  資産合計   4,122,453 100.0 4,391,265 100.0 268,811  4,486,807 100.0
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前中間会計期間末 

（平成16年４月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成17年４月30日現在）

増 減 

（△印減） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成16年10月31日現在）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

金額 

（千円） 
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金  36,267 55,025  70,994 

２．短期借入金  11,640 －  3,270 

３．未払費用  118,575 176,818  145,505 

４．未払法人税等  137,715 100,206  184,998 

５．賞与引当金  110,091 90,170  139,463 

６．その他 ※２ 60,001 77,117  80,961 

  流動負債合計   474,291 11.5 499,337 11.4 25,046  625,193 14.0

Ⅱ 固定負債     

   預り敷金  5,820 5,820  5,820 

  固定負債合計   5,820 0.1 5,820 0.1 －  5,820 0.1

  負債合計   480,111 11.6 505,157 11.5 25,046  631,013 14.1

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   1,513,750 36.7 1,513,750 34.5 －  1,513,750 33.7

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金  1,428,314 1,428,314  1,428,314 

  資本剰余金合計   1,428,314 34.7 1,428,314 32.5 －  1,428,314 31.8

Ⅲ 利益剰余金     

１．任意積立金  350 350  350 

２．中間（当期）未処分
利益  699,927 968,476  914,100 

  利益剰余金合計   700,277 17.0 968,826 22.1 268,548  914,450 20.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   － － △24,783 △0.6 △24,783  △720 △0.0

  資本合計   3,642,341 88.4 3,886,107 88.5 243,765  3,855,793 85.9

  負債・資本合計   4,122,453 100.0 4,391,265 100.0 268,811  4,486,807 100.0
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（2）中間損益計算書 

 
前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 

至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 

至 平成17年４月30日） 

増 減 

（△印減） 

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成15年11月１日 

至 平成16年10月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

金額 

（千円） 
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高  1,319,553 100.0 1,834,452 100.0 514,898  3,000,600 100.0

Ⅱ 売上原価  800,838 60.7 1,224,313 66.7 423,474  1,902,231 63.4

売上総利益  518,715 39.3 610,139 33.3 91,423  1,098,369 36.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

 205,719 15.6 267,444 14.6 61,724  420,592 14.0

営業利益  312,995 23.7 342,695 18.7 29,699  677,776 22.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  7,397 0.6 6,336 0.3 △1,061  14,792 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  7,272 0.6 18,640 1.0 11,368  14,095 0.5

経常利益  313,120 23.7 330,390 18.0 17,269  678,474 22.6

Ⅵ 特別利益 ※３  30,954 2.4 － － △30,954  30,954 1.0

Ⅶ 特別損失 ※４  10,887 0.8 9,711 0.5 △1,176  1,557 0.0

税引前中間（当期）
純利益 

 333,187 25.3 320,679 17.5 △12,508  707,871 23.6

法人税、住民税及
び事業税 

137,966 103,808  313,548 

法人税等調整額 5,754 143,720 10.9 31,595 135,403 7.4 △8,316 △9,316 304,231 10.1

中間（当期）純利
益 

 189,467 14.4 185,276 10.1 △4,191  403,639 13.5

前期繰越利益  510,460 783,200   510,460

中間（当期）未処
分利益 

 699,927 968,476   914,100
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

――――― 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております。) 

 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定して

おります。) 

 

時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法の規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。また、取得価額が10万

円以上20万円未満の資産につい

ては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

均等償却を行っております。

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。 

- 33 - 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

同左 同左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 

会計方針の変更 

前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

――――― 関係会社出資金は、従来、投資その他の資

産の｢関係会社株式｣に含めて表示しておりま

したが、当期において重要性が増したため区

分掲示することに変更いたしました。 

なお、前中間期末の関係会社出資金の金額

は12,942千円であります。 

――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成16年４月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年４月30日現在） 

前事業年度 

（平成16年10月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

45,990千円 

※２．消費税等の取り扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺して流動負債「その他」として表

示しております。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

76,049千円

※２．消費税等の取り扱い 

同左 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

62,735千円

※２．     ―――――  

 

当中間期中の発行済株式数の増加 

発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 

平成17年２月21日 株式分割（１：３） 154,000 － － 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

受取利息 59千円 

投資有価証券売却益 2,579千円 

補助金収入 132千円 

受取手数料 136千円 

受取賃料 4,476千円 
 

受取利息 652千円

受取配当金 200千円

補助金収入 523千円

受取手数料 172千円

受取賃料 4,751千円

 
 

受取利息 779千円

受取配当金 1,400千円

投資有価証券売却益 3,166千円

補助金収入 132千円

受取手数料 289千円

受取賃料 8,952千円
 

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

支払利息 1,597千円 

新株発行費償却 5,674千円 
 

支払利息 7千円

新株発行費償却 5,472千円
 

支払利息 1,686千円

新株発行費償却 12,406千円
 

※３．特別利益の主要項目 ※３．     ――――― ※３．特別利益の主要項目 

関係会社株式売却益 30,396千円 

貸倒引当金戻入益 557千円 
 

 関係会社株式売却益 30,396千円

貸倒引当金戻入益 557千円
 

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

建物除却損 1,551千円 

工具器具備品除却損 5千円 

投資有価証券評価損 9,330千円 
 

過年度源泉税 9,711千円

 

 
 

建物除却損 1,551千円

工具器具備品除却損 5千円

 
 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 7,767千円 

無形固定資産 649千円 
 

有形固定資産 13,314千円

無形固定資産 1,004千円
 

有形固定資産 24,512千円

無形固定資産 1,589千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
 至 平成16年10月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

有形固定
資産 
（工具器
具備品） 

14,878 7,461 7,416 

 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定
資産 
（工具器
具備品）

14,878 10,437 4,440

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定
資産 
（工具器
具備品） 

14,878 8,949 5,928

 

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 3,097千円 

１年超 4,523千円 

合計 7,621千円 
 

１年以内 1,541千円

１年超 2,982千円

合計 4,523千円
 

１年以内 2,492千円

１年超 3,592千円

合計 6,085千円
 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
 

支払リース料 1,452千円 

減価償却費相当額 1,329千円 

支払利息相当額 93千円 
 

 
支払リース料 1,617千円

減価償却費相当額 1,487千円

支払利息相当額 55千円
 

 
支払リース料 3,069千円

減価償却費相当額 2,817千円

支払利息相当額 176千円
 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法によ

っております。 

 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

 

５．利息相当額の算定方法 
同左 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
 至 平成16年10月31日） 

 
１株当たり純資産額 189,212円57銭 

１株当たり中間純利益 10,978円52銭 

潜在株式調整後１株当

り中間純利益 た 
10,977円88銭 

 
１株当たり純資産額 16,822円97銭

１株当たり中間純利益 802円06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、

調整計算の結果、希薄化効果を有する潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。 

 
１株当たり純資産額 50,075円24銭

１株当たり当期純利益 5,526円42銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

は、調整計算の結果、希薄化効果を有する潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

 当社は、平成16年６月21日付をもって、

普通株式１株を４株に分割、平成17年２月21

日付をもって、普通株式１株を３株に分割し

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間及び前事業年

度における１株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

当社は、平成16年６月21日付をもって、

普通株式１株を４株に分割しております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当た

り情報については、以下のとおりとなります。

 
 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 

15,767円71銭

１株当たり純資産額 

16,691円74銭

１株当たり中間純利益 

914円88銭

１株当たり当期純利益 

1,842円14銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益 

914円82銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

－円－銭 

 
（前事業年度） 

１株当たり純資産額 17,597円01銭

１ 株当たり当期純利益 4,531円39銭

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年10月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 189,467 185,276 403,639 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利

益（千円） 
189,467 185,276 403,639 

期中平均株式数（株） 17,258 231,000 73,038 

    

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 1 － － 

（うち新株予約権） （1） （－） （－）

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

――――― 商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権 

①発行日 平成16年４月22日 

（目的となる株式数の合計）1,920株 

 

②発行日 平成16年７月８日 

（目的となる株式数の合計） 270株 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21

の規定に基づく新株予約権 

①発行日 平成16年４月22日 

（目的となる株式数の合計）640株 

 

②発行日 平成16年７月８日 

（目的となる株式数の合計） 90株 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成15年11月１日 
至 平成16年４月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日） 

前事業年度 

（自 平成15年11月１日 
 至 平成16年10月31日） 

平成 16 年３月８日開催の当社取締役会に

おいて、以下のとおり株式分割の決議をいた

しました。 

平成16年12月８日開催の当社取締役会に

おいて、以下のとおり株式分割の決議をいた

しました。 

(1) 分割方法 

平成16年12月31日（金曜日）〔ただ

し、当日は名義書換代理人の休業日につ

き、実質上は平成16年12月30日（木曜

日）〕株主名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式１株につき、普通株式

３株の割合をもって分割する。 

(1) 分割方法 

平成16年４月30日の株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式１

株につき、普通株式４株の割合をもって分

割する。 

(2) 分割により増加する株式の種類及び株式

数 

普通株式とし、平成16年４月30日最終

の発行済株式数に３を乗じた株式数とす

る。 

(3) 株式分割日   平成16年６月21日 

(4) 配当起算日   平成17年５月１日 

(2) 分割により増加する株式の種類及び株式

数 

普通株式とし、平成16年12月31日（金

曜日）〔ただし、当日は名義書換代理人の

休業日につき、実質上は平成16年12月30

日（木曜日）〕最終の発行済株式総数に２

を乗じた株式数とする。 

(3) 株式分割日   平成17年２月21日 

(4) 配当起算日   平成16年11月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前中間会計期間、前事業年度

における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報はそれぞれ以下

のとおりとなります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額については、前中間会

計期間及び前事業年度において潜在株式

がないため記載しておりません。 

前中間 

会計期間 

当中間 

会計期間 
前事業年度 

１株当たり純資

産額 

15,196円16銭 

１株当たり純資

産額 

47,303円14銭 

１株当たり純資

産額 

17,597円01銭 

１株当たり中間

純利益 

2,129円19銭 

１株当たり中間

純利益 

2,744円63銭 

１株当たり当期

純利益 

4,531円39銭 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益 

－円－銭 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益 

2,744円47銭 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益 

－円－銭 

――――― 

当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当

たり情報及び当期首に行われたと仮定し

た場合の当事業年度における１株当たり

情報はそれぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

5,865円67銭 

１株当たり純資産額 

16,691円75銭

１株当たり当期純利益 

1,510円46銭 

１株当たり当期純利益 

1,842円14銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

－円－銭 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 

－円－銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は、前事業年度は潜在株式が存在しな

いため、また、当事業年度は、調整計算の

結果、希薄化効果を有する潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

 

７．役員の異動 

（1）代表者の異動 

該当事項はありません 

 

（2）その他の役員の異動 

新 役 職 名 氏 名 旧 役 職 名 

代表取締役 副社長 三浦 賢治 
代表取締役 副社長 

兼 財務経理部門担当 

取締役 管理本部長 

兼 業務管理部長 
国分 靖哲 取締役業務管理部長 

 

（3）就任予定日 

平成17年6月15日 
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